
　　　なお、構築物は平成28年度から定額法によっている。

４.担保に供している資産

無し

小      計 254,444,902 (0) (198,629,439) (55,815,463)

合      計 264,444,902 (10,000,000) (198,629,439) (55,815,463)

美術振興準備特定資産 548,005 (0) (548,005) (0)

補償補填等特定資産 100,417,604 (0) (100,417,604) (0)

埋蔵文化財事業準備特定資産 14,980,000 (0) (14,980,000) (0)

減価償却引当資産 82,683,830 (0) (82,683,830) (0)

特定資産

退職給付引当資産 55,815,463 (0) (0) (55,815,463)

基本財産積立資産 10,000,000 (10,000,000) (0)

小      計 10,000,000 (10,000,000) (0)

基本財産

３.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

科　　　  目 当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当額)

(うち一般正味財
産からの充当額)

(うち負債に
対応する額)

小      計 274,554,566 26,135,544 46,245,208 254,444,902

合      計 284,554,566 26,135,544 46,245,208 264,444,902

美術振興準備特定資産 597,992 13 50,000 548,005

補償補填等特定資産 100,006,380 20,411,224 20,000,000 100,417,604

埋蔵文化財事業準備特定資産 14,980,000 0 0 14,980,000

減価償却引当資産 77,859,538 4,824,292 0 82,683,830

特定資産

退職給付引当資産 81,110,656 900,015 26,195,208 55,815,463

基本財産積立資産 10,000,000 0 0 10,000,000

小      計 10,000,000 0 0 10,000,000

科　　　  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円)

(1)  棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　棚卸資産の評価方法は、最終仕入原価法によっている。

(2)  固定資産の減価償却の方法

　　　建物は定額法、構築物、車輛運搬具及び什器備品は定率法によっている。

(3)  引当金の計上基準

　　　退職給付引当金　…　期末要支給額に相当する金額を計上している。

財務諸表に対する注記

１.重要な会計方針

(4)  消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
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引当金の当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

(1)  資金調達について

(2)  設備投資等について

　公５会計一時的な資金不足による借り入れ 20,000,000円

８.その他公益法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況を明らかにするために必要な事項

公５会計において経費が一時的に不足するため、特定資産の一部を取り崩した。

　補償補填等特定資産 20,000,000円

退職給付引当金 81,110,656 900,015 26,195,208 55,815,463

科　　　  目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

７.引当金の明細

(単位：円)

６.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

無し

合      計 212,899,084 153,125,493 59,773,591

電話加入権 1,006,249 0 1,006,249

車両及び運搬具 15,993,090 15,610,949 382,141

什器備品 93,056,886 77,315,879 15,741,007

建物 91,475,143 51,746,622 39,728,521

構築物 11,367,716 8,452,043 2,915,673

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)

科　　　  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

５.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
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